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1．コージェネレーション・エネルギー高度利用センターについて         

  2011年9月1日に、コージェネレーションの普及と、コージェネを核として再生可能 
  エネルギー等を取り込んだスマートエネルギーネットワークの実現・普及を通じ、 
  更なるエネルギーの高度利用を推進する日本で唯一のコージェネレーション   
  関連財団として新しくスタート 

1985年 
 天然ガス導入促進センター 

1985年 日本コージェネレーション研究会 

1997年 日本コージェネレーションセンター 

2009年 天然ガス導入促進センター と合併 

2011年 一般財団法人 コージェネレーション・エネルギー高度利用センター 

会員企業（139社） 
 エネルギー：   電力、ガス、石油、ＬＰＧ 
 製造業 ： 原動機･燃料電津メーカー、重電メーカー 
 建設業 ： ゼネコン、サブコン、設計事務所 
 その他 ： エンジニアリング会社等 2 
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2-1 コージェネレーションの累計導入量(除く家庭用） 

出典：ACEJ調べ 

２． コージェネレーションの普及状況 

2012年度末で累計9,350件、985万kWの設置 
2012年度に国内では新たに938台、37.9万kWを設置 

累積導入件数（2013年3月末)（設置・撤去を加減した正味値） 累積導入容量（2013年3月末)（設置・撤去を加減した正味値） 
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2-1 コージェネレーションの単年度新規導入量(除く家庭用） 

２． コージェネレーションの普及状況 
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2012年度地域別燃料別内訳 

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

都市ガス 83.1％ 

LPG 16.9% 

2-1 家庭用燃料電池の単年度新規導入量 

２． コージェネレーションの普及状況 



2-2 コージェネレーションの原動機別導入状況  

■産業用＋民生用：14,423台 ■産業用＋民生用：9,852MW 

出典：ACEJ調べ 

２． コージェネレーションの普及状況 

7 

発電容量 
9,852MW 

ガスタービン 
9％ 

ガスタービン 
43％ 

ガスエンジン 
27％ 

ガスエンジン 
62％ 

ディーゼル 
エンジン 

29％ 

ディーゼル 
エンジン 

29％ 
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2-3 コージェネレーションの燃料別導入状況 

■産業用＋民生用：14,423台 ■産業用＋民生用：9,852 MW 

出典：ACEJ調べ 

２． コージェネレーションの普及状況 
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発電容量 
9,852MW 



1. コージェネレーション・エネルギー高度利用センターについて 

2. コージェネの普及状況 

3. コージェネの期待される役割 

4. スマートエネルギーネットワーク（ＳＥＮ） 

5. コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み 

1. サポート体制 

2. 補助金等の支援策 

3. 電力システム改革等の制度改革 

4. 燃料価格低減の取組み 

6. 海外における導入状況と政策 

7. まとめ 

 
 
 

9 



10 

3-1 コージェネレーションシステムとは 

出典：ACEJホームページ 

廃熱利用による省エネでCO2も削減 

「コージェネレーション(cogeneration)システム」とは、燃料から電気や熱など２種類以上のエネル
ギーを同時に取り出すシステムのこと。 

エンジンやタービン、燃料電池等を使用して、発電を行うと同時に熱を利用できるため、従来の発電
システムに比し、総合効率が高いことが特長。 

省エネ効果に加え、大震災以降は､電力需給に貢献する分散電源として､また経済活動や都市・生
活機能の継続を可能とするシステムとして、更なる普及が期待されている。 

３． コージェネの期待される役割 
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3-2 コージェネレーションの価値 

３． コージェネの期待される役割 

出典：第四回総合部会資料より 



3-3 省エネルギー効果 

コージェネの発電の際に発生する廃熱を活用し、大幅な省エネが可能 

■省エネ性の試算事例 
 （天然ガスコージェネの例） 

エネルギー使用量を約▲27%削減 
→1,500億kWh（2030年コージェネ発電量：基本問題委員会）では 

 原油換算約1,400万㎘の一次エネルギー削減効果（2030年度最終エネルギー消費量
の約4％）となる 

ボイラ 

系統電力 

発電効率（需要端） ： 

37％（HHV基準） 

ボイラ熱効率： 

80％（HHV基準） 

発電効率： 

27.2％（HHV) 

熱回収効率： 

42.7％（HHV） 

コージェネ 

1次エネルギー 

100 
（13.2MJ） 

1次エネルギー 

127 
（16.8MJ） 

74 
（9.7MJ） 

53 
（7.1MJ） 

熱エネルギー 
42.7 

（5.65MJ） 

電気エネルギー 
27.2 

（1kWh:3.6MJ） 

出典：コスト等検証委員会、基本問題委員会資料をもとに作成 

３． コージェネの期待される役割 
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3-4 省CO2効果 

コージェネの導入により、従来システム（火力発電＋ボイラ）と比較
し、大幅なCO2削減が可能 
■省CO2性の試算事例 
 （天然ガスコージェネの例） 

CO2排出量を約▲36%削減 
→1,500億kWh（2030年コージェネ発電量：基本問題委員会）では 

  約5,600万t-CO2のCO2削減効果(1990年度比約5%)となる 

発電効率（需要端）： 

37％（HHV基準） 

ボイラ熱効率：
80％（HHV基準) 

CO2排出量 

           677g-CO2 

CO2排出量 

       690g-CO2 

CO2排出量 

         364g-CO2 

CO2排出量合計 

  1,054g-CO2 

天然ガス 

0.294m3 
コージェネ 

電気エネルギー 
1kWh 

（3.6MJ） 

熱エネルギー 
5.65MJ 

火力発電 

ボイラ 
天然ガス 

0.157m3 

石炭、石油、
天然ガス 

発電効率： 

27.2％（HHV) 

熱回収効率： 

42.7％（HHV） 

出典：基本問題委員会資料をもとに作成 

３． コージェネの期待される役割 
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3-5 ピークカット効果 

電力のピーク時間帯にコージェネを稼働し、電力系統負荷を低減さらに
廃熱を空調用途に有効活用し、更なる負荷低減を実現 

３． コージェネの期待される役割 

■コージェネのピークカット効果 

14 

電
力
需
要
量 

 コージェネの発電による 
 ピーク削減効果 

０時 １２時 ２４時 

電力負荷 

空調用途で廃熱利用をおこなう
ことによるﾋﾟｰｸ削減効果 

導入前負荷カーブ 

導入後負荷カーブ 

コージェネの   
ピークカット効果 



① 停電時、重要施設に給電する保安電源や 災害時に防災負荷へ給電
する非常用電源としてコージェネを利用 

② 電力供給の信頼性が向上 

③ 長期停電時も給電可能 

3-6 エネルギーセリュリティ向上① 

災害、停電等の防災電源として分散型電源であるコージェネを利用
することにより、エネルギーセキュリティを向上 

３． コージェネの期待される役割 
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３． コージェネの期待される役割 

3-6 エネルギーセリュリティ向上② 

事故発生時の 

影響大 

電力系統 

大規模電源＋分散型電源(CGS等) 

電力供給の 

ロバスト性向上 

大規模電源に 

電力供給を依存 

六本木ヒルズ地区 

ロバスト性： 
系が外乱の影響によって
変化することを阻止する
仕組み、性質 

16 



３． コージェネの期待される役割 

3-6 エネルギーセリュリティ向上③ 事例 

17 

「森永乳業(株)多摩サイト」 

2003年の東電管内の全原子力発電停止を受け、電源確保のためディーゼル発電機を導入。 
その後、ディーゼルの代わりに、通常時の省エネにも資する発電効率45％のガスエンジン 
コージェネ（６MW)をエネルギーサービスで導入し、停電時にも工場の生産を維持できる体制を
整えた。その結果、東日本大震災時の計画停電の際も、生産を継続。 
平時の省エネと非常時の電源の確保を実証したプラント。 

2012年度コージェネ大賞 産業用部門 理事長賞受賞 

軟水

排熱

ボイラ

発電端出力

6,030kW

蒸気

6.4ｔ/h

ガスエンジン

温水 1,470kW
（1,264Mcal/h）

工場内蒸気
利用へ

燃料ガス燃料ガス

CGS補機工場内
自己消費

売電

冷熱
（３℃冷水）

温水吸着式冷凍機温水吸着式冷凍機

ENACENAC

軟水

排熱

ボイラ

発電端出力

6,030kW

蒸気

6.4ｔ/h

ガスエンジン

温水 1,470kW
（1,264Mcal/h）

工場内蒸気
利用へ

燃料ガス燃料ガス

CGS補機工場内
自己消費

売電

冷熱
（３℃冷水）

温水吸着式冷凍機温水吸着式冷凍機

ENACENAC

ガスエンジン 
コージェネ（６MW) 
（日立造船） 

ガスタービン 
コージェネ（4MW) 
（新潟原動機） 



3-7 再生可能エネルギーとの協調① 

制御可能な電源であるコージェネ活用により、再生可能エネルギーによ
る変動を軽減可能→再生可能エネルギー導入拡大に寄与 

３． コージェネの期待される役割 
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PV 

変動補完 
目標 

PV変動 

＋ 

蓄電量の推移 必要容量 
② 

② CGS＋蓄電池 

蓄電池 

GE 

充放電電力 
蓄電池 

充放電電力 

充電 

放電 

蓄電量の推移 

必要容量 
① 

蓄電量 ： 充放電電力の積分値 

① 蓄電池のみ 



発電規模による出力の変動スピード 

容量 出力変化率 変動スピード 
(火力発電を1とした場合) 

火力発電所 5 [% / min] 
(70万kW級汽力発電を想定)※1 

1 

ＣＧＳ(数千kW級) 10 [% / min] 
(7,000kW級CGSを想定)※2 

2.0 

ＣＧＳ(数百kW級) 81 [% / min] 
(370kW CGSを想定)※3 

16.2 

CGSは火力発電よりも出力の変動スピードが早いため、 
系統からのＬＦＣ信号などにより周波数調整に貢献可能。 
この変動スピードによりＣＧＳは再生可能エネルギーの 
変動補完やデマンドレスポンスへの活用が可能 

※1 出典：経済産業省 「太陽光パネルの大量導入に伴う火力発電の役割」 

※2,3 出典：それぞれガスエンジンメーカー仕様書より引用 

３． コージェネの期待される役割 

3-7 再生可能エネルギーとの協調② 

19 



火力発電所 

敷地面積 

ＣＧＳ 

柔軟な計画性： コージェネは稼動までの期間が短く、立地
条件に制約が少ないため、社会の需要に応じた設置・稼動
が可能 

※1エネルギー・環境会議コスト等検証委員会(平成23年12月19日) 

※2 東京都 天然ガス発電所設置技術検討調査結果より(100万ｋＷの火力発電を想定) 

大量の冷却水が必要 

なため、河川・海付近 

50,000m2以上※2 規模に応じて 

約1年※1～ 

インフラが整って 

いればOK 

10年程度※1 
環境アセスメント等が必要 

計画～稼動 

の期間 

立 地 

3-8 立地の速さ 

３． コージェネの期待される役割 
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－21－ 

・スマート化にともなう、需要家のエネルギー選択の拡大 

3-9 コージェネを核としたスマート社会へ 

系統電力 

ネットワーク 

コージェネ 

コージェネ 

エネルギーセキュリティの向上 系統電力の負荷軽減＋省
エネ・低炭素化 

風力 

発電 

再生可能・未利用エネルギー    
         の普及拡大 

バイオマス 

発電 

分散型エネルギー
システムの 
普及拡大 

天然ガス 

パイプライン 

熱供給ネットワーク 

による熱の面的融通 

省エネ・低炭素エネルギーマネジメント 

太陽光 

（電気・熱） 

コージェネ 

災害時等における 
重点施設･周辺地域 
への電力･熱の供給 

水素ステーション 

天然ガススタンド 

燃料電池自動車 

燃料電池 

運輸部門での 
  エネルギー多様化 

電気自動車 

省エネ加速､再生可能エネルギー推進､セキュリティ向上に寄与する自立分散型 

エネルギーシステム（スマートエネルギーネットワーク）の構築に貢献 

３． コージェネの期待される役割 
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・省エネ、省CO2 

・再生可能エネルギー 

・ピークカット､ピークシフト 

・自立分散型 

    エネルギーシステム 

・多様なエネルギーの活用 

通常時の機能 

コージェネレーションにより実現可能 

災害時の防災機能 

自立的再生可能エネルギーの活用 

集中型・分散型のベストミックス 

さらにITと融合しスマートコミュニティへ 

両立 

東日本大震災を踏まえたコージェネの果たすべき役割の見直し 

災害時のエネルギーセキュリティ 
に対する意識の高まり 

2011.3.11 
東日本大震災 

3-10 コージェネの期待される役割 

３． コージェネの期待される役割 
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3-11 コージェネの費用と便益 

３． コージェネの期待される役割 
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①初期コスト 

②運用コスト コ
ス
ト
（C
）・
便
益
（
B
） 投資主体への価値の還元度合い、

便益の受け手のリスク回避志向等
によって、大きさは変動 

コスト（C） 便益（B） 

① 電気料金の削減 

② ボイラ燃料の削減 

③ 余剰電気・排熱の販売 

④ 容積措置に伴う増床 

⑤ kW価値・kWh価値 

⑥ CO2削減の価値 

① 停電による被害の回避 

② 節電要請による被害の回避 

⑤ 防災拠点の機能確保 

③ 企業価値低下の回避 

④ 不動産価値の向上 

⑥ 地域経済における損失の回避 

⑦ 地域のブランドイメージの向上 

非常時における価値

（BCP価値） 

平常時の運用が 
もたらす価値 

BCPの取り組みによる
副次的な価値 

定量化が困難であるものの 
可能な限り定量化 

コージェネの場合 
（イメージ） 

•これまでは通常エネルギーに関わる費用のみ、定量化してきた。 

•今後はコージェネの電源としての価値や、BCPに関わる価値等を定量化
することで、更なる普及を目指していく。 

•さらに、社会的な便益（地域への貢献等）を、投資する人に還元する仕
組み等を用意することも検討していく。 
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レジリエンスの視点（安定供給、エネルギー確保） 

エネルギーの安定供給  
 供給ソース/ルートの多様化、大規模集中と分散システムのバランス 
 国際エネルギーインフラとのリンク 
将来のエネルギー活用の視点 
 再生可能エネルギーの活用、メタンハイドレート等の利用可能性 
災害時だけでなく、平時も有効に機能するシステム 

25 スマートエネルギーネットワークの構築へ 

 ディマンド・リスポンス等、需要と供給が相互補完するシステム 
 再生可能エネルギーの活用 
 ハード偏重でなく、ＥＭＳや運用などソフトによる省エネの推進 

省エネ、低CO2の視点 

 新たな付加価値の創造 
  都市の付加価値向上、国際競争力の向上 
  コンパクトシティ化との協調 
  （人口減少・高齢化対応、社会資本の効率的な運用） 

持続可能性の視点 

4-1 スマートエネルギーネットワークに向けて 

４． スマートエネルギーネットワーク（ＳＥＮ） 



4-2 各国のスマートメーター普及の推移と予測 

26 

・ERGEG, “Smart Metering with a Focus on Electricity Regulation”等を元にACEJにて作成 

工場・ビル等の高圧部門については、2016年度には全数設置予定。しかしメーター数の大半を占める

家庭等の低圧部門については、各電力会社が本格導入に移行しつつあるが、現時点における導入数
はわずか（200万台超程度）。 （低圧メーター数約8000万個、高圧メーター数約80万個） 

【日本の状況】 

東京   2018年度までに約1,700万台、遅くとも2023年度までに全戸を対象に2,700万台の配備を実現。 

関西   2016年度までに全世帯の約5割、2023年度までに全戸（1,300万台）に導入。 

北海道・東北・四国・ 九州 2018年度までに全世帯の約4割、2024~5年度までに全戸に導入。  

【各社の家庭用スマートメーターの取組み】 

４． スマートエネルギーネットワーク（ＳＥＮ） 



インフラパッケージとして海外展開へ 

4-3 大都市部のスマートエネルギーネットワーク 

柏木孝夫 27 

国際天然ガスパイプライン 

CEMS：地域内エネルギー管理システム 
BEMS：ビル内エネルギー管理システム 
HEMS：家庭内エネルギー管理システム 
FEMS：工場内エネルギー管理システム 
CGS ： コージェネレーションシステム 
EV ： 電気自動車 
PHV ： プラグインハイブリッド車 
FCV ： 燃料電池自動車 
LRT ： 次世代型路面電車 
BRT ： 幹線快速バス 
 

４． スマートエネルギーネットワーク（ＳＥＮ） 



HEMS 

CEMS 

コンパクトシティ 

工業エリア 

FEMS 

スマートシティ 

スマートメータ 
スマート家電 
燃料電池 
LED、HP 
蓄電池 
ソーラーシステム 

  

LRT 

BRT 

スマートビル 

スマートハウス 

デマンドサイドのデジタル化革命 
 ・デマンドレスポンス 
 ・デマンドサイドマネージメント 
 ・インフラの相互活用 

自己託送 

商業エリア 

住宅エリア 

 メガソーラー 

再生可能エネ 

情報 

スマートファクトリー 

エネルギーの面的利用 

熱融通導管 

熱融通 
導管 

熱融通導管 

コジェネ 
熱融通 
コプロダクション 
バイオマス 
水素インフラ 

バイオマス 

水力発電所 

 風力発電 

工業跡地 

BEMS 
EV、PHV 

FCV 

コジェネ・蓄電 
再生可能熱 

コジェネ 

Takao Kashiwagi 

28 

4-4 地域のスマートエネルギーネットワーク 

４． スマートエネルギーネットワーク（ＳＥＮ） 



約 

550m 

約450m 

発電設備 ： ３８,６６０ｋW 
冷熱源設備：２４０,５１６GJ/H 
      （１９,０００RT） 
温熱源設備：１７９,６５８GJ/H 
    （蒸気換算７９.６ｔ/H）  

・電気と熱のすべてを１００％供給(特定電気事業） 
・大震災による電力不足を受け、発電電力の一部を 
 東京電力に提供 

森ビル、六本木エネルギーサービスの資料をもとに作成 
29 

４． スマートエネルギーネットワーク（ＳＥＮ） 

4-5 六本木ヒルズ（森ビルによる特定電気事業と熱供給） 



非常時の情報発信 
エネルギー自立型施設の活用 

コージェネ設備導入(7,800kW) 
工場のエネルギー自給率向上 

近隣工場との 

電力融通 

非常時に 

役場へ電力供給 

自家発廃熱の有効活用 
植物工場への熱供給 

トヨタの工場を中心に、電気と熱を供給し、工業団地全体から周辺地域までを含む 
総合的なエネルギーマネジメントを行う。また、停電時には村役場に電力供給を計画。 
 ⇒新しいスマートコミュニティの中心となる「まち一番の工場」をめざす 

Ｆ-グリッドセンター 

地域エネマネの中枢 

【Ｆ-グリッド構想の取組みテーマ】 

トヨタの工場 

太陽光発電の導入(740kW) 
再生可能エネルギー活用 

トヨタ自動車(株)の資料をもとに作成 30 

ＳＥＮの実例１ ４． スマートエネルギーネットワーク（ＳＥＮ） 

4-6 Ｆ-グリッド構想（宮城県大衡村におけるトヨタの取組み） 



 

・スマートエネルギー 

 ネットワーク構築に 

 よる、電源の自立性 

 とエネルギー（電気・ 

 熱）の面的利用 

 

・コージェネ設備 

 ガスコージェネ 

 既設：350kW×2 

 新設：700kW×１（BOS) 

 蒸気焚きジェネリンクに 

 よる廃熱回収 

 

・700kWコージェネ、蒸気 

 焚きジェネリンク導入に 

 より、約20％の省エネを 

 予定 

 

 

 

 

出所：鹿島建設(株)および東京ガス㈱ホームページより 

リニューアルに伴う事務所･ホテル・商業棟など複数建物間のエネルギー最適利用と非常時の電源確保 

4-7 東京イースト21リニューアル（鹿島建設によるＳＥＮ構築） 
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４． スマートエネルギーネットワーク（ＳＥＮ） ＳＥＮの実例２ 



スマート化 都市防災力の強化 

「中圧ガスライン」を利用することで、系統電力の供給が停止した場合でも、
各ビルのＢＣＰに必要な電力を供給 

エリア全体の省エネ・ＣＯ２削減約３０％ 

廃熱 

高効率発電機 
(ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ) 

高効率熱源機器 
熱(冷温水、蒸気) 

電気 
災害時の信頼性が 
高い都市ガスを使用 

電力会社からの電気
も使用 

各ビルの非常用発電機と 
あわせてＢＣＰ電源を確保 

日 本 初 
・開発建物から敷地外の既存施設街区にも、自立分散型電源による電気・熱を供給 
・エリア全体のスマート化とともに都市防災力の飛躍的強化を実現 

平 
 

常 
 

時 

非 
 

常 
 

時 

開発建物 

電気 熱 

ガス 

系統電力 

開発区域外 
Ａビル 

開発区域外 
Ｂビル 

開発区域外 
Ｃビル 

専用線 

専用管 

高効率発電機(コージェネ
レーションシステム)により 
発電し、系統電力からの 
電気と同期 

高効率発電機 
(ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ) 

電気 

開発建物 

電気 

ガス 

系統電力 

開発区域外 
Ａビル 

開発区域外 
Ｂビル 

開発区域外 
Ｃビル 

専用線 

系統電力が供給停止と
なった場合も中圧ガスライ
ンからの供給により発電 

非常用発電機 

非常用発電機 

電気 電気 

電気 熱 電気 熱 電気 

電気 

「（仮称）日本橋室町三丁目地区市街地再開発計画」にて、都市ガスを燃料とした大型の 
高効率発電機（ガスコージェネレーションシステム）を導入し、地域電気供給・熱供給事業を実施 

32 

電気供給可能量 ： 約３～５万KW 
建物総延床面積 ： 約60～100万㎡  

非常用発電機 非常用発電機 

４． スマートエネルギーネットワーク（ＳＥＮ） ＳＥＮの実例３ 

4-8 日本橋スマートシティ（三井不動産による特定電気事業と熱供給） 



「建物（エネルギー利用者）」と「エネルギーセンター」と
をICTで連携し、建物の利用状況等をエネルギーセン
ターで一括管理・分析して最適制御を実現 

東京ガスの資料をもとに作成 33 

4-9 田町エリア再開発（東京ガス他によるエネルギーの面的利用 ） 

４． スマートエネルギーネットワーク（ＳＥＮ） ＳＥＮの実例４ 
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５． 今後の期待されるマーケット 

 
 ・比較的大規模、熱需要の多い業種を中心に導入⇒電源コージェネの導入可能性 
 ・現状の蒸気タービン需要も有力な市場となりうる 
 ・コージェネ未利用業種への導入 → 発電比率の高いガスエンジンの利用など 
 ・コージェネの省エネ性や省CO2性を適正に評価することによる普及促進 

 
・大規模は地域冷暖房等、都市部の需要が中心⇒都市再開発とスマートコミュニティ 
・熱利用を推進する、熱融通インフラの整備 
・比較的熱需要の高い病院、ホテルなどを中心とした導入の拡大 
・コージェネを核とした防災拠点の整備 

 
・世界で唯一、家庭用燃料電池を商品化した我が国として、低コスト商品開発を進
め、国内普及を図るとともに、海外に打って出る商材として育成していく。 

産業用分野 

民生用（業務用）分野 

家庭用分野 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み 
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５． コージェネレーション・ＳＥＮ普及への課題 

１．コージェネ電力適正評価の仕組み作り  
  電力システム改革を進め、メリットオーダーの電力市場を形成し、コージェネの電力価値の 
 適正評価（ネットメータリング、ネガワット等）を実現する 

２．熱の活用を推進する仕組み作り  
  熱導管の公共インフラ化、スマートコミュニティやエネルギーマネジメントシステム（熱の面 
 的利用）、熱融通に関わる支援拡大、低温排熱利用技術開発等の推進 

３．BCPや災害対応の価値評価基準作り 
  自立運転型コージェネ導入の促進、BCP価値評価制度の創設。また、技術基準等の整備 

４．機器のコストダウン･効率向上や、燃料費の低減 
  効率向上、導入コスト・燃料コスト低減等の業界としての取組みと、それらを後押しする 
 技術開発・設備投資支援策等の検討 

５．コージェネ導入に係る規制改革・推進策 
  設置届・用途規制等の緩和、特区制度の導入等 

６．分散型電源導入促進に係る法的根拠の整備 
  コージェネ推進のための基本となる法律の整備等 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み 
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37 

37 
出典：第四回総合部会資料より 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み 
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２０１２年８月１日よりサポート体制を強化 

5-1 コージェネ導入促進のサポート体制強化              

出典：第30回基本問題員会資料より 

＜コジェネ推進室（通称）の業務フロー＞ 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（サポート体制） 
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41 
出典：第四回総合部会資料より 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（補助金等支援策） 

5-1 予算・税制に関する支援体制の強化             



•再生可能エネの最大限の導入､省エネの最大限の推進に向けて以下の税制措置を講ずる。  
   ①太陽光･風力発電設備の即時償却制度の適用期限を延長するとともに、その対象設備の 

   範囲に、コージェネレーション設備を追加する。 【適用期間：２年間（平成２６年度末まで）】  

   ②中小水力発電設備､定置用蓄電設備､省エネ設備（LED照明､高効率空調等）等を30％特別 

   償却   （中小企業は７％税額控除）の対象に追加する。 【適用期間：平成２７年度末まで】  

•コージェネレーション設備に係る固定資産税について、課税標準を最初の３年間、 

  課税標準となるべき価格の５／６に軽減する。  【適用期間：２年間（平成２６年度末まで）】  

5-2 グリーン投資減税（環境関連投資促進税制）の対象設備の拡充等            

出典：経済産業省HP等をもとに作成 42 

改正概要 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（補助金等支援策） 
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１．安定供給を確保する 
 

  震災以降、多様な電源の活用が不可避な中で、送配電部門の中立化や 

需要側の工夫を取り込むことで、需給調整能力を高めるとともに、広域的な 

電力融通を促進。 

 

２．電気料金を最大限抑制する 
 

  競争の促進や、全国大で安い電源から順に使う（メリットオーダー）の徹底、 

需要家の工夫による需要抑制を通じた発電投資の適正化により、電気料金を 

最大限抑制。 

 

３．需要家の選択肢や事業者の事業機会を拡大する 
 

  需要家の電力選択のニーズに多様な選択肢で応える。また、他業種・ 

他地域からの参入、新技術を用いた発電や需要抑制策等の活用を通じて、 

イノベーションを誘発。 

5-3-1 電力システム改革の目的 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（電力システム改革等の制度改革） 
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120万kW 

60万kW 

1262万kW 
30万kW 

140万kW 

北海道 

552万kW 

東北 

1,372万kW 

東京 

5,078万kW 

中部 

2,478万kW 

中国 

1,085万kW 

四国 

526万kW 

九州 

1,521万kW 
周波数変換設備 

交直変換設備 

50Hz 60Hz 

240万kW 

※    の中の数値は2012年度の最大需要電力 

※    の間の線の数値は地域間連系線の送電容量 

 
      

・ 送電容量の数値は、会社間連系設備としての設計上の送電能力を表したもの。 

・ 実際の系統運用における送電可能量（運用容量）は、設備故障を考慮した通過電流制
約、安定度制約等により制約され得る。 

※2020年度を目標に210万kWまで増
強。それ以降できるだけ早期に３００
万kWまで増強。 

※既に決定されてい
る90万kWまでの
増強を早期に実
現。 

北陸 

526万kW 

2,682万kW 

関西 

557万kW 1666万kW 

557万kW 
557万kW 

5-3-2 広域系統運用の拡大（電力システム改革）  

１．現行制度では区域（エリア）ごとの需給管理を原則としており、需給ひっ迫時の他地域からの電
力融通などは事業者の自発性に委ねられている。 

２．広域系統運用機関を2015年を目途に創設。周波数変換装置の増強や地域間連系線の運用見
直しにより電力会社の区域を越えて電源を有効活用し、需給を調整。 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（電力システム改革等の制度改革） 
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１．我が国では、2000年以降、小売分野の自由化を段階的に実施。 

２．2016年を目途（2014年通常国会に法案提出）に、家庭等への小売の参入を自由化し、一般家
庭の電力選択を実現。 

３．料金規制は段階的に撤廃。撤廃後も最終保障サービスや離島対策を措置。供給力確保のた
めの新たな枠組みを設ける。 

（電圧Ｖ）
【契約kW】

【50kW】

【500kW】

【2,000kW】
（20,000V）

（100～200V）

（6,000V）

（注）沖縄電力の自由化の範囲は2万kW、6万V以上から、２００４年４月に特別高圧需要家（原則2千kW以上）に拡大。

【高圧業務用】
ｽｰﾊﾟｰ、
中小ﾋﾞﾙ

電力量 １９％

電力量 ９％

【高圧Ｂ】
中規模工場

【高圧Ａ】
小規模工場
電力量 ９％

【特別高圧産業用】大規模工場
【特別高圧業務用】ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ

電力量 ２６％

自由化部門

【高圧Ａ】 小規模
工場

電力量 ９％

【特別高圧産業用】大規模工場
【特別高圧業務用】ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ
【高圧Ｂ】 中規模工場
【高圧業務用（500kW以上）】

ｽｰﾊﾟｰ、中小ﾋﾞﾙ

自由化部門 自由化部門

電力量 ４０％

【高圧業務用】
500kw未満

電力量 １４％

【特別高圧産業用】大規模工場
【特別高圧業務用】ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ
【高圧Ｂ】 中規模工場
【高圧業務用】ｽｰﾊﾟｰ、中小ﾋﾞﾙ
【高圧Ａ】 小規模工場

2000年3月～ 2004年4月～ 2005年4月～

【低圧】 コンビニ、事業所等

電力量 ５％

【電灯】 家庭

電力量 ３１％

【低圧】 コンビニ、事業所等

電力量 ５％

【電灯】 家庭
電力量 ３２％

電力量 ６２％
（2011年度時点）

【低圧】 コンビニ、事業所等
電力量 ５％

【電灯】 家庭
電力量 ３３％

規制部門

規制部門

規制部門

電力量 ７４％ 電力量 ６０％ 電力量 ３８％
（2011年度時点）

現在でも自由に参入可
能だが、新規参入者の
シェアは、自由化された
需要の3.6％、全需要の
2.2％にとどまる。また、

一般電気事業者が区域
（エリア）を超えて供給す
ることが可能。 

料金規制は無く、自由な
料金設定が可能。 

現在は一般電気事業者
が独占的に供給してい
るが、今回の改革で自
由化を行う。 

現行の料金規制を今回
の改革で撤廃（ただし経
過措置を講じる）。 

5-3-3 小売・発電の全面自由化（電力システム改革）  

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（電力システム改革等の制度改革） 
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１．既存の電力会社が運用している送配電網を､新規参入の再生可能エネルギー発電会社などが公
平に利用できるよう､送配電部門の別会社化（法的分離）により、独立性を高める。2018~2020年
を目途に実施（2015年通常国会に法案提出を目指す）。 

（備考）法的分離とは、送配電部門全体を別会社化する方式。民営電力会社の場合、持株会社の下で各部門をグループ化す
る方式や、発電・小売会社の下で送配電部門を子会社とする方式を採ることが想定される。 

２．緊急時等における国、広域系統運用機関、事業者等の役割分担を明確化し、国が安定供給等の
ために必要な措置を講じる枠組みを構築する。 

送
配
電
設
備 

発 
 

電 

小 
 

売 

 
送 配 電 

 
 
 
 
 

（
系
統
運
用
） 

 
 

  

設
備
） 

（
送
配
電 

持 株 会 社 

自由化部門 自由化部門 規制部門 

• ①地域独占･料金規制､②料金による投資回収の保証､ ③供給
責任を措置（最終保障サービス提供､需給バランスの維持義務
等） 

• 中立性確保のための人事・会計等に関する規制 

送配電網を発電事業者や小売事業者によ
る公平な利用に供する 

5-3-4法的分離による送配電部門の中立性の一層の確保（電力システム改革）  

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（電力システム改革等の制度改革） 
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①自己託送制度の見直し 【今通常国会に法案提出】  
• 自家発設置者が、別の場所にある自社の工場等に電気を供給する場合に、一般電気事業者  

 に対してその送配電網を利用させる義務を課す。  

• これにより、コジェネを含む自家発を設置する者が、スマートなエネルギーマネジメントや電気 

 の融通を行いやすい環境を整備。  

②広域的運営推進機関の設立 【今通常国会に法案提出】  
• 電力系統の広域的運営を推進する機関として広域的運営推進機関を設立し、コジェネを含む 

 発電設備の系統接続の円滑化や中立性を確保。  

③小売の全面自由化 【来年の通常国会に法案提出予定】  
• 家庭部門までの小売全面自由化を行い、全ての需要家が、コジェネを含む電源や供給者を 

 自由に選択できる環境を整備。  

④自営線供給の制度化 【来年の通常国会に法案提出予定】  
• コジェネを含む分散型電源を活用した多様な電力供給システムを実現する観点から、自営線 

 供給に係る制度を整備。  

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（電力システム改革等の制度改革） 

5-3-5 コジェネの導入促進に資する主な施策（電力システム改革）  
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５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（電力システム改革等の制度改革） 
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５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（燃料価格低減の取組み） 

51 出典：第四回総合部会資料より 

5-4-1 燃料価格低減に向けた取組の強化 



5-4-2 天然ガス・地域別価格の推移（2005～） 

 

財務省統計、EIA資料、みずほコーポレート銀行資料より 

 52 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（燃料価格低減の取組み） 
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5-4-3 大震災以降の天然ガス･スポット価格の推移 

（出典）Energy Intelligence及び U.S.EIA 

ストレステストを再
稼働の条件化 

大飯原発再稼働決定  

３．１１ 
東日本大震災 

英国天然ガススポット（NBP) 

米国天然ガススポット（ヘンリーハブ） 

北東アジア向け 
ＬＮＧスポット 

（参考） 
WTI原油スポット 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（燃料価格低減の取組み） 



5-4-4 世界の天然ガス・石油の埋蔵量（2011年） 

1目盛は1000兆MJ相当 
(単位：兆MJ) 

天然ガスの”確認”埋蔵量 石油の”確認”埋蔵量 

北米 

天然ガス 208兆m3  (可採年数64年) 

石   油  1.65兆バレル(可採年数54年) 

中南米 

3,626 4,829 761 250 

490 1,321 

344 1,976 

出典：BP Statistical Review of World Energy 2012 

在来型ガス資源のみ 

非在来型（シェール、CBM等）を含め
ると可採年数は230年に増加（出典
IEA） 

旧ソ連・欧州 

3,567 857 

アフリカ 

804 657 

中東 

アジア・オセアニア 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（燃料価格低減の取組み） 
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5-4-5 非在来型天然ガスのインパクト 

ガスの確認埋蔵量（2011年） ガスの確認埋蔵量の推移(1991～2011年) 

在来型･非在来型ガスの 
推定埋蔵量（2011年） 

これ以外に、メタンハイドレートの埋蔵
量は400兆m3との試算もある 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（燃料価格低減の取組み） 
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5-4-6 米国ガスの天然ガス生産動向 

• 非在来型天然ガスの生産量シェアは既に50%超 
• 2035年には75%に拡大する見込み 

(出典) EIA AEO2011 

非在来型
ガス 

在来型 ガ
ス 

2009 History Projections 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（燃料価格低減の取組み） 



57 出典：EIA Annual Energy Outlook   

5-4-7 米国のガス生産量とLNG輸入量見通し 
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• 米国の国内ガス生産量見通しは、シェールガス等の非在来型ガス生産量を中心に大幅に
上方修正 （非在来型生産量シェアは現状54%→2030年73%） 

• 国内ガス生産増量に伴い、米国LNG輸入見通しは大幅に下方修正 

国内ガス生産量見通し LNG輸入量見通し 

※2009年までは実績値 
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5-4-8 日本向けの主なシェールガスプロジェクト 

58 

１．フリーポートＬＮＧプロジェクト（テキサス州） ⇒ 5/17米国DOEが輸出を許可 

  ①液化能力：880万トン/年（2017年稼働予定）。 

  ②輸出量 ： 14億立方フィート/日（ＬＮＧ換算約1,100万トン/年） 

  ③中部電力、大阪ガスが合計440万トン/年の調達を契約済み。  

２．コーブポイントＬＮＧプロジェクト（メリーランド州）  ⇒ 9/11米国DOEが輸出を許可 

  ①液化能力： 460万トン/年（2017年稼働予定）。 

  ②住友商事が230万トン/年の調達を契約済み 

   （東京ガス140万トン/年、関西電力80万トン/年等へ供給予定）。  

３．キャメロンＬＮＧプロジェクト（ルイジアナ州）  輸出許可申請中 

  ①液化能力： 1200万トン/年（2017年稼働予定）。 

  ②三菱商事、三井物産が合計800万トン/年の調達を契約済み（東京電力等へ供給予定）  

→ 合計約1,500万トン/年（日本年間LNG輸入量8,731万トン/年（2012年）の2割弱） 

    上記に加え、2020年以降、カナダ西部からのシェールガスを800万トン/年程度輸入することを検討中 

価格見通し 
・米国内天然ガス価格、3.8ドル/MMBtu（2012年3月）。  
・液化費用（約３ドル）＋輸送費用（約３ドル）を加え、日本着価格約10～11ドル/MMBtu 
・一方、日本のＬＮＧ平均輸入価格、16.5ドル/MMBtu （2012年3月） の約▲30％ 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（燃料価格低減の取組み） 

出典：各社発表資料、第四回総合部会資料より 
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5-4 日本のメタンハイドレートに対する期待 

Bottom simulating reflector 

メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム資料より 

Bottom simulating reflector 

主要天然ガス導管網 

東部南海トラフだけで日本の 
国内需要の約12年分に相当 

日本海域全体では5～6倍の埋蔵量があるとも 

５．コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み（燃料価格低減の取組み） 

BSR：海底疑似反射面（Bottom Simulating Reflector） 
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6-1 主要国におけるコージェネレーションの導入状況 

6．海外における導入状況と政策 

•コージェネ（以下「CHP」）の電力シェアは、欧州連合（27ヵ国）で全発電電力量の約12％
（デンマーク、フィンランド、オランダ等では30％以上）、米国は約12％ 

■主要国の発電電力量に占めるCHP電力シェア 

出典：Eurostat他から作成 

導入目標： 
25％（2020年） 

49%

36%
33%

13% 13% 12% 12%
10%

7% 6%

3% 3%

0%

5%
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35%

40%
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50%

導入目標： 
25％（2020年） 

エネルギーミックスの選択
肢：15％（2030年） 

13％ 

3％ 
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6-2 主要国における導入支援制度 

EU 独 英 米 日 

CHP設備容量GW) 101（2010年） 22（2010年） 6（2010年） 82（2012年） 9（2010年） 

発電電力量に占める
CHPシェア 

12%（2010年） 13%（2010年） 6%（2010年） 12%（2006年） 3%（2010年） 

支援法等 

CHP戦略 

（1997年） 
CHP指令 

（2004年公表） 

省エネ指令(提案） 

CHP法 

（2002年制定 

2009年月改正） 

CHP戦略 

（2004年公表） 

熱戦略 

(2012年公表） 

The National CHP 

Roadmap  

（2001年公表） 

－ 

CHPの位置づけ 
エネルギー効率とエネル
ギーセキュリティ向上の
ため重要な役割 

国内の気候変動対策
パッケージ目標達成の
手段 

エネルギー白書（2050年
までにGHG排出削減
60％）の達成のための重
要な役割 

気候変動対策や安定供
給のための重要な役割 

京都議定書目標達成計
画等にて重要な位置づ
け 

普
及
促
進
策 

導入補助金 

CHP指令において、加
盟国にCHP普及ポテン
シャルの検証と普及に
必要な支援策を講じる
よう要請 

・μCHPに対する導入補
助金 

・熱供給ネットワークに
対して初期投資額の
20％を限度に適用 

バイオ燃料を投入する
CHPに適用 

連邦・州レベルの各種補
助金 

・民生用燃料電池導入
支援補助金 

・ガスコージェネレーショ
ン推進事業費補助金等 

買取制度 全てのCHP電力にプレ
ミアム付与(2009年～） 

・CHP（2kW以下）電力
買取（2010年～） 

・再生可能エネルギー熱
利用支援（RHI） (2011

年～） 

余剰電力買取制度（18
州＋1特別区) 

－ 

その他 

・環境税の減免 

・CHPからの電力に対
する優先接続等 

・気候変動税免除 

・事業税免除 

・特別償却 

・付加価値税減免等 

・RPS制度（14州） 

・投資税控除 

・ローン保証 

・特別償却等 

・特別償却 

・税額控除等 

6．海外における導入状況と政策 

出典：各種資料より作成 
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1. コージェネレーション・エネルギー高度利用センターについて 

2. コージェネの普及状況 

3. コージェネの期待される役割 

4. スマートエネルギーネットワーク（ＳＥＮ） 

5. コージェネ・ＳＥＮの普及に向けた取組み 

1. サポート体制 

2. 補助金等の支援策 

3. 電力システム改革等の制度改革 

4. 燃料価格低減の取組み 

6. 海外における導入状況と政策 

7. まとめ 
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7-1各部門（運輸､ビル・商業施設､家庭､産業）のエネルギー消費状況 

出典：第四回総合部会資料より 

7．まとめ 



7-2 革新的エネルギー・環境戦略におけるコージェネ 
 【コジェネなど熱の高度利用】 
  燃料電池を含むコジェネを最大限普及、エネルギーの有効利用を促進するため、コジェネによる 
  電力の売電を円滑に行い得る環境を整備し、またコジェネ設備の導入支援策の強化を図る 

平成24年9月14日 

「革新的エネルギー・環境戦略」 

エネルギー・環境会議より 
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7．まとめ 

 7-3 今後の普及に向けての更なる取組み 

○コージェネ普及の意義 

・「S＋3Eの強化」に貢献する。 
・立地が比較的容易であり、電力需給
逼迫の緩和策となりうる。 
・2030年の発電電力量の15％を担う
ことが期待されている。 

 
○普及のあるべき姿 

・コージェネのメリット（省エネ、省
CO2、供給力、ネガワット、セキュリティ
等）が適切に評価され、市場原理によ
り普及していくこと 

 

基本問題委員会：4つの促進策 
①コージェネの導入促進のための 
          サポート体制の強化 
②コージェネを活用した電力需給緩和 
   の取組み・売電電力の適正評価 
③設備の導入支援 
④燃料価格の低減 
          の方向性を踏まえつつ、 

今後の課題 
・コージェネ電力の適正評価（メリットの適正評価） 
  メリットオーダー市場による電力価値の適正評価、 
  ネットメータリング、ネガワット評価等 
・熱の活用を推進する仕組み→熱導管整備、スマコミ等 
 での熱の面的利用、低温排熱利用技術開発 
・BCP・災害対応価値の適正評価と､メリットの還元方法 
・システムとしての高効率化､コストダウン(機器､燃料費) 
・コージェネ導入に関わる規制緩和・推進策 
 （設置届の緩和､特区による推進､ﾌｨｰﾄﾞｲﾝﾌﾟﾚﾐｱﾑ等） 
・コージェネ普及に関する法的位置づけ 

適切評価されていない現状とのギャップ 
電力需給も踏まえコージェネ普及の加速 
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